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宅地造成又は特定盛土等に関する工事でない旨の証明申請書

	
　　年　　月　　日

　（あて先）長崎市長

申請者　住　　所
　　　　氏　　名
　　　　電話番号
法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名



　宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則第８８条の規定により、宅地造成及び特定盛土等規制法第２条第２号に規定する宅地造成及び同法第２条第３号に規定する特定盛土等に関する工事でないことを証する書面の交付を申請します。

	１　工事主の住所及び氏名
	

	２　土地の所在地及び地番
	

	３　規制区域の種別
	宅地造成等工事規制区域・特定盛土等規制区域

	４　土地の面積
	平方メートル

	５　盛土又は切土をする土地の面積
	平方メートル

	６　崖の高さ
	(最も高い部分)　　　　　　　　　　　メートル

	７　工事予定期間
	

	８　備考
	

	※証明欄
	第　　　号　　　　　年　　月　　日

　上記の計画については、法第２条第２号に規定する宅地造成及び法第２条第３号に規定する特定盛土等に関する工事でないことを証明します。
　　
　　　　　　　　長崎市長

	※受　　付　　欄

	
	
	


〔注意〕
※印のある欄は記入しないでください。
３欄は、土地の所在地について、該当する規制区域の種別を○印で囲むこと。
省令第七条第一項の表に掲げる図面（位置図、地形図、土地の平面図及び土地の断面図に限る）その他知事が必要と定める図書を添付すること。

第２１号様式（第１５条関係）記入例


宅地造成又は特定盛土等に関する工事でない旨の証明申請書
切土・盛土により生じた最高高さ
※2
※1
※3

	
　　令和7年　5月　23日提出日

建築主を記入


　（あて先）長崎市長

申請者　住　　所　長崎市魚の町4番1号
　　　　氏　　名　長崎　太郎

　　　　電話番号　095-829-1176造成行為がある場合に記入要

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名



　宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則第８８条の規定により、宅地造成及び特定盛土等規制法第２条第２号に規定する宅地造成及び同法第２条第３号に規定する特定盛土等に関する工事でないことを証する書面の交付を申請します。

	１　工事主の住所及び氏名
	長崎市魚の町4番1号　長崎 太郎

	２　土地の所在地及び地番
	長崎市魚の町4番1

	３　規制区域の種別
	宅地造成等工事規制区域・特定盛土等規制区域

	４　土地の面積
	123.45平方メートル（122.35平方メートル）

	５　盛土又は切土をする土地の面積
	100.00平方メートル

	６　崖の高さ
	(最も高い部分)　　　 　　　　　　　2.00メートル

	７　工事予定期間
	証明日以降　～　工期末を記入

	８　備考
	宅地造成及び特定盛土等規制法施行令第3条に該当しない
切土・盛土なし
既存擁壁等については、〇級建築士（〇〇 〇〇）により、
安全上支障ない旨、確認されている。

	※証明欄
	第〇〇号　　　〇年　　〇月　　〇日
　上記の計画については、法第２条第２号に規定する宅地造成及び法第２条第３号に規定する特定盛土等に関する工事でないことを証明します。
　　
　　　　　　　　長崎市長

	※受　　付　　欄

	
	
	


〔注意〕
※印のある欄は記入しないでください。
３欄は、土地の所在地について、該当する規制区域の種別を○印で囲むこと。
省令第七条第一項の表に掲げる図面（位置図、地形図、土地の平面図及び土地の断面図に限る）その他知事が必要と定める図書を添付すること。

※1：
宅地造成等工事規制区域、特定盛土等規制区域は、申請地の区域を確認し、該当する区域に〇で囲む、若しくは該当しない区域は削除する。

※2：
土地の面積を記入。セットバックが必要な場合は、括弧内にセットバック後の面積を記入。

※3：
青文字部は市役所側で記入。4～5行記入の必要があるため、その分のスペースを確保。
